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資源依存理論による動態的分析

陳 韻 如

1は じ め に

本論文では資源依存理論の視座か ら,組 織間関係の変動についての議論を整

理 し,資 源依存理論による動態的分析の可能性を模索する。その上で,そ のた

めの分析枠組みの構築を試みる。

組織は自らの発展に応 じて戦略的提携といった紅織間関係を利用する。 この

場合,組 織が組織問関係をどのように変化 ・発展させていくか というプロセス

の解明は,組 織の問題の発見や早期対応には重要な意味を持つ。にもかかわら

ず,戦 略的提携に関する多 くの既存研究は,提 携関係の成立 ・形態や提携成功

の条件に関心を集菊てお り,提 携のダイナ ミクスを捉える研究はまだ少数に止

まっている(D・z[1996])。 資源依存理論は,組 織 と他組織との相互作用を論

じる組織間関係論の領域で,支 配的視座 として確立 している。戦略的提携 とい

う組織間関係の形成について,資 源依存理論が有効な分析枠組みである。しか

し、Hamel[1991]は,資 源依存理論における相互依存の概念はそもそ も静態

的であ り,依 存の調整に伴 うパワーの変動を動態的に捉えていないと述べてい

る,彼 は,他 組織への依存を削減するメカニズムとして学習を取 り上げ.学 習

プロセスの考察によって戦略的提携のダイナ ミクスを説明する。

Hamelを 始め とす る資源 ・能力 アプローチは,学 習メカニズムの解明に

よって.戦 略的提携の動態的分析を可能にした。 しか しながら,こ のアプロー

チ は提 携企 業 の特 徴や 学習 能力 とい う事 前的条 件の解 明 に偏 り(D。z

[1996])η,こ れらの条件が学習の成敗を決めるという決定論の色が強い。つま

1)Hamei[1991]に よると,学習の成果は企業の意図,透明性,企業の吸収能力の3つの要因/
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り,資 源 ・能カアプローチは,時 間展開的な学習の観察により,従 来の戦略的

提携論の比較静態的な市場 ・環境分析から動態的分析への転換を可能にしたが,

学習に注目することで時間の経過に伴 う提携のダイナミクスを説明できるかど

うかについては疑問が残る(Khannaetal.[1998])。

ところで,資 源依存理論に基づ く動態的分析の枠組みの検討がないとは言え

ない訪。また,資 源依存理論によると,パ ワーを向上させるための組織の操作

行動は組織間関係の変動をもたらす。組織主体の操作行動 という要因に基づ く

動態的分析は,決 定論的な展開に陥らないと考える。よって,本 論文では資源

依存理論が静態的分析にとどまるという問題を克服し,事 例を動態的に捉える

ための分析枠組みを提示し,理 論のさらなる展開を試みる、,

以上を踏まえて.第H節 では,資 源依存理論の源流である交換アプローチと

パワー依存アプローチに遡 り,理 論の基本的視点を整理する.第 田節では,組

織間関係の決定要因と組織間関係の変動について検討する。その上で,資 源依

存理論に基づ く動態的分析の可能性を検討す る。第W節 においては,資 源依存

理論の視座に基づ き,戦 略的提携の動態的分析を行 うための要件を提示 し,そ

の分析枠組みを構築する。最後に,以 上の内容に基づ き,資 源依存理論に基づ

く動態分析の枠組みについての要点をまとめる。

II資 源依存理論の展開

1組 織間関係の生成をめぐる2つ の観点

組織問関係論は,組 織を環境からの影響を受ける 「オープン・システム」と

みな して,組 織 とその環境としての他組織間の相互作用を研究する領域である。

資源依存理論の源流は,「交換アプローチ」と 「パ ワー依存アプロ・rチ」の

2つ の観点から成っている,、この2つ の観点の相違点は,組 織間の相互作用の

＼ によって決め られる。 企業 の意図 は提携 を学習の場にす る意欲で あ り,透 明性 は提携 における企

業の情報の公開程度であ り,吸 収能力は提携相手か ら学習で きる能力を指 している。

2)こ れ に つ い て.吉 田[】987】,吉 田[19881,

い 配,

1arrigan&NeWmanL1990]な ど を参 照 さ れ た
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本質に対する考え方である。「交換アプローチ」はLevine&White[1961]に

よって提起される。彼らによると.組 織間交換はそれぞれの組織の目標,目 的

実現のための両組織間の自発的活動である。組織が交換 に乗 り出すのは,組 織

の存続に必要とされる資源や機能をすべて組織内部で生み出すことができない

ためであった。このような需要のもと,組 織間でそれぞれの活動領域について

の合意がなされ.自 発的な組織間交換が行われる。このように,交 換アプロー

チは組織間の相互作用がお互いに交換の利益を認知 した上で生成することに焦

点を当てた。,

しかレ 相互作用に入る際 必ず しも組織間の利益の認知が対称的であると

は限らない。例えば,組 織間関係には強制や支配 という側面 も存在する。この

ような組織問の相互作用におけるコンフリクトの側面を強調 したのは,Emer.

sonに 代表 されるパ ワー依存アプローチの研究である。Emerso11[1962]は パ

ワーを依存関係と定義する。彼によると,パ ワーはある組織の他組織への一方

的な依存,あ るいはお互いに依存し合う状況から生ずる。また,資 源の希少性

ゆえに.必 要な資源を所有する組織に対 してパワーを行使 しようとし,他 組織

の犠牲のもとで自らの目標を達成するのである。

この2つ のアプローチは,組 織間の相互作用の本質に対する視点によって異

なるが、交換 アプローチは組織間利益の均衡に注目するのに対 し,パ ワー依存

アプローチは相互の得 られる利益が非対称 な関係にあるという側面に焦点を

絞っている、・したが って.交 換アプローチは組織問の協調型の関係の分析,パ

ワー依存アプローチはコンフリク ト型関係の分析に有効であると考えられる

(赤岡11981])。,

2資 源による観点の統合

しか しながら,組 織間の相互作用は極端に協調関係あるいはコンフリク ト関

係の1つ のみが存在するのではなく,現 実にはむ しろ2つ の関係が混在すると

考えられる。現実の相互関係の複雑性を十分に説明するために,交 換 とパワー
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依 存 の両 ア プ ロー チ の統 合 が 図 られ る よ うに な っ た3,。Th・mps・n[1967]は 最

初 に両 ア プ ロー チ を接 近 させ た,,組 織 と環 境 構 成 者 の 関係 が 交換 か ら 生 じ.交

換 す る資 源 が重 要 で あ れ ば あ る ほ ど依 存 が 発 生 す る と述 べ た 。Thompsonの

試 み は主 にパ ワー 依 存 ア プ ロー チ に依 拠 す る もの で あ り,両 ア プロ ー チ の統 合

は ま だ 十 分 で は な か った 。 統 合 の 試 み で はAdamek&Lavin[1975]や,

Schmidt&Kochan[1977]に よ る研 究 が 挙 げ られ る。 後 者 の研 究 に お い て は.

組織 間 に お け る利 益 認 知 の格 差 に よ って.交 換 か パ ワー 依 存 か の いず れ の 関係

が 生ず る とい う論 理 で 両 ア プ ロー チ の統 合 を試 み た 。 しか し,こ れ らの研 究 は,

交換 ア プ ロ ー チ の修 正 に留 ま る こ とや,利 益 の認 知 とパ ワー が どの よ うな 関係

に あ る のか が 考 察 さ れ て い な い こ とか ら,交 換 ア プ ロー チ とパ ワー 依 存 ア プ

ロー チ は ま だ統 合 に は至 って い なか った。

、上 記 の 研 究 で はパ ワー と交 換 との 関 係 が 不 明確 で あ った が,Aldrich[1979]

は よ り明 確 に両 ア プ ロ ー チ の統 合 を図 った 。Aldrk:hの 試 み は2つ の側 面 か ら

説 明 で きる 。1つ は,資 源 を媒 介 と して,パ ワー依 存 ア プ ロ ー チか ら交 換 ア プ

ロー チ に接 近 す る とい う側 面 で あ る。Aldrichに よ る と,重 要 な 資 源 の 所 有 が

パ ワ ー の基 礎 を提 供 す る とい うこ とを 理 論 化 す れ ば,Emersonの バ ワー 依 存

ア プ ロー チ の 観 点 に は.交 換 ア プ ロー チ の概 念 が 実 際 に は取 り入れ られ て い る

と言 え る。 交 換 ア プ ロー チ に お げ る交換 を 決 め る条件 と して,第1に,組 織 目

標 や 資 源 需 要 で あ る,第2に,組 織 の 外 部 か ら資 源 を獲 得 す る可能 性,第3に,

組 織 間 ドメ イ ン ・コ ンセ ンサ ス の度 合 い が 挙 げ られ る。 そ の な かで,第1条 件

と第2条 件 がEmersonの 概 念 に和 当 す る。 言 い換 え れ ば.第1の 条 件 は,組

織 間 の労 働 配 分 の結 果 で あ り,こ れ は組 織 が す べ て の 資 源 を内 部 で生 み 出 せ な

い た め,通 常 に 交 換 が 行 わ れ る こ と を意 味 す る。 第2の 条 件 は,EmersOI1の

い う代 替 的 な供 給 源 の存 在 を意 味 し,資 源 の代 替 的 供 給 源 が ない 場 合.依 存 が

発 生す る,と い う こ とに な る。

3)以 下,交 換 アプロー チとパワー依存アプ ローチ との統合 につ いての説明 は,赤 岡[1981]や,

吉 田[1987]、 李 「2〔)OO]などによるところが多い.
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も う1つ,AldrichはBlau[1964]の 枠 組 み か ら両 ア プ ロー チ の統 合 を 図 っ

た。 後 で 詳 し く述 べ るが,Blauは 組 織 が 独 立 で き る 条件 と して,戦 略 的 資 源

に対 す る コ ン トロ ー ル,代 替 的 な資 源 供給 者 の存 在,強 制 力 の使 用,供 給 者が

支 配 して い る資 源 の必 要 性 を無 くす こ との4つ を提 示 した。 こ の枠 組 み を若 干

修 正 した うえ,組 織 の独 立 条 件 と他 組 織 の パ ワー維 持 の対 抗 行 動 に よ っ て組 織

間 構 造 の 変 動 を もた ら す とAl(lrichは 述 べ た 。 従 属 組 織 をA、 バ ワ ー を 握 る

組 織 をBと す る と,Aが 独 立 策 を1つ も行使 せず,か つBがAに 対 してす べ て

の バ ワー維 持 策 を行 使 した 場 合.AはBに 完全 に依 存 して い る。 しか し,こ れ

は極 端 な例 で あ る。 よ り通 常 な 状 況 で は,組 織 問 の パ ワー維 持 策 ・対 抗 行 動 が

混在 し交換 関 係 に も依 存 が 潜 在 化 して い る とい え る。 この よ う に,Aldrichは

資 源 を媒 介 と し,か つ 交 換 関 係 に も依 存 が 潜在 化 して い る とい う説 明 に よ り,

交 換 アプ ロ ー チ とパ ワ ー依 存 ア プ ロー チ を統 合 した,、

m組 織間関係の変動と動態的分析の可能性

1組 織間関係の決定要因

資 源 依 存 理 論 に よ る と,組 織 問 関係 は資 源 の交 換 を め ぐる依 存 関 係 に起 因 す

る,、あ る組 織 の 必 要 な資 源 を他 組 織 が コ ン トロー ルす る場 合,当 該 組 織 の他 組

織 へ の依 存 性 が 発 生 す る と考 え る。 この依 存 性 か ら,他 組 織 の 当 該 組 織 に対 す

るパ ワーが 生 じる こ と にな る。

そ れ で は,資 源 をめ ぐる組 織 間 の依 存 関係 はい か に規 定 され るの か 。 これ に

つ い て,Thompson[1967]はEmers・nを 基 礎 に.組 織 が タス ク環 境 構 成 者 に

依 存 す る状 況 と して,第1に 環境 構成 者 の資 源 ・成 果 に対 す る需 要 の 強 度 に比

例 す る1第2に ほ か の 環 境構 成者 が1司じ資 源 ・成 果 を提 供 で き る能 力 に反 比 例

す る こ と を挙 げ た 、,

Pfeffer&Salallcik[1978]に よ る と,資 源 を媒 介 と した依 存 の 決 定 要 因 と し

て,次 の3つ が 挙 げ られ る。 第1の 要 因 は,資 源 の重 要性(impor色anc{∋)で あ

る。 資 源 の 重 要性 は,資 源 の 相 対 的 な 取 引量 と,資 源 の 緊 要 性(criticality)
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の2つ の指 標 が あ る。 前 者 は特 定 資 源 の取 引 の量 が 取 引 され る全 資 源 の総 量 に

占め る率 で 示 して お り,後 者 は組織 が そ の資 源 な しで 存 続 して い く能:力 と関係

して い る。 第2の 要 囚 は,他 組 織 の 資 源 に対 す る 自由 裁 量(discretion)で あ

る。 他 組織 の 資源 に対 す る 自 由裁 量 に影響 を与 え る 要 因 と して,資 源 の保 有,

資 源 へ の ア クセ ス.資 源 の使 用 の状 態,資 源 の コ ン トロー ル に関 す る法 や 社 会

的 規 範 が 挙 げ られ る。 第3の 要 因 は,資 源 コ ン トロー ル の 集 中 度(concent-

ratio血)で あ る。 これ は,組 織 が 同 じ資 源 の提 供 者 を変 更で きる程 度 を 指 して

い る,,そ れ は,同 じ資 源 の提 供 者 の 数 と,資 源 コ ン トロ ー ルが 集 中 され る程 度

に よ って 決 め られ る。 これ ら の要 因 は依 存 へ の 関数 と してみ る こ とが で きる。

また,資 源 の 重 要性 お よ び,資 源 に対 す る 自由裁 量 と資 源 コ ン トロー ル の集 中

度 が 同 時 に依 存 を 決定 す る 。

ま た,前 に も述 べ た よ う に,Aldrich[1979]はBlauの 枠 組 み か ら,組 織

が 他 組 織 か ら の独 立 で きる 条 件 を4つ 提 示 した 。1第1に,戦 略 的 資 源 に 対 す

る コ ン トロ ー ル で あ る。 第2に.代 替 的 な 資 源 供 給 者 の存 在 で あ る 。 必 要 な

資 源 の 入 手 方 法 が 他 に あ る場 合,そ の資 源 を持 つ 組 織 に対 して 自 ら の 交 渉 ス

タ ン ス を向 上 さ せ,取 引 の 中 止 とい う最 終 的 な交 渉 手 段 も実 行 可 能 に な る。

第3に,強 制 力 の 使 用 で あ る。 他 組 織 へ の 依 存 に応 じな い よ う にす るた め に.

組 織 が 法 や 行 政 的 制 裁,さ ら に暴 力 の 行 使 に よ って 白 ら の 独 立 を獲 得 す る。

第4に,供 給 者 が 支 配 して い る資 源 の必 要 性 を 無 くす こ とで あ る。 必 要 性

(essenlialitv)1}は,あ る組 織 の 目標 や 技 術,活 動 体 系 が 環 境 お よ び過 去 の発

展 パ タ ー ンに 制 約 さ れ る程 度 に よ って 決 ま る 。 例 え ば,技 術 は労 働 集 約 的 か.

資 本 集 約 的 か と い っ た 点 で あ る 、 資 源 の必 要性 を無 くす 手 段 と して は,組 織

の 目標 や 技 術 の 変 更 が あ る。 上 記 の4つ の 条 件 は組 織 の 自律 性 を 維 持 す る も

の で あ る が,そ れ を 裏 返 せ ば,組 織 が 他 組 織 に対 して パ ワ ー を持 つ 条 件 と も

考 え られ る,、

上 記 の 内容 をま とめ る と,組 織 間 関 係 にお け るパ ワー は 以 下 の4つ の 要 因 に

4)Jac・bs[1974]PP.45-59.
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よって決められる殊 第1に.資 源の必要性である。これは,上 記の研究で共

通するパワーの決定要因である。必要性 というのは,資 源の価値を意味 し,経

済学での効用関数と類似の概念といえる。第2に,資 源の集中性である。環境

内に存在するある資源の供給源が,少 数あるいは1つ の組織に集巾する程度で

ある。これは経済学での独占力の概念に該当するため,パ ワーの決定要因の1

つとして考慮する必要がある。第3に ,資 源の代替性である。 この要因は,必

要な資源の代替的な供給源の存在程度によって測られる。第4に ,イ デオロ

ギーである。これは資源に対する人々の主観的な考え方であり,強 制力を行使

す る際に必要である。以上のような要因によって,組 織間の依存 ・パワー関係

が生成 し,規 定される。

2組 織間関係の調整 と変 動

1〉 組織 間 調 整機 構

組織 は 他組 織 との依 存 関係 に 入 っ た あ と,自 らの 自律 性 を 確保 す る た め に ,

他 組 織 に対 して 積 極 的 に 対 処 して い く。 そ れ につ い て,ThOmpson[1967]や

Pfeffer&Salancik[1978],Aldrich[1979]は 組 織 間 依 存 の 問題 を解 決 す る組

織 間 調 整 機 構 が 存 在 す る と指 摘 した 。Thompsonは,依 存 関 係 の マ ネ ジ メ ン

トと して競 争 戦 略 と協 調 戦 略 を 取 り上 げ た 。 競 争 戦 略 は 代 替 的 要 因 の保 有 に

よ っ て,特 定 の他 組 織 にパ ワー が 集 中 す る こ とを防 ぐ対 策 で あ る。 そ れ に対 し,

協調 戦 略 は組 織 が 環 境 と契 約 を 結 ぶ こ とに よ って,パ ワ ー を獲 得 しよ う とす る

戦 略 で あ る 。 組織 の 依 存 調 整 戦 略 につ い て,Pfeffer&Salancikは3つ の 戦 略

が あ る と述 べ た 。 第1に,依 存 を吸 収 し 自律 化 を維 持 す る戦 略 で あ る。例 え ば ,

合 併 や 多 角 化 が挙 げ られ る 。 第2に.依 存 と協 力 が 共 存 す る協 調 戦 略 で あ る。

契 約 の 締結,役 員兼 任,提 携 とい っ た形 態 が この 戦 略 に該 当 す る 。 第3に ,ロ

ビー 活 動 な どの上 位 の 第三 者 の介 人 に よ る政 治 戦 略 で あ る6}
。

5)赤 岡功,京 都大学 「経営戦略 と組織」の講義か らのインプリケーションが多い。また,李
[1～000].

6)山 倉[1993]はPfeffer&Salallcikl19781の 戟略をこのように整理した高
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また,Aldrichは,外 部環境構成者への調整機構 として,そ の影響範囲に

よって,内 部資源戦略,二 元的対外戦略.ア クション ・セットの3つ の戦略に

分類 した。内部戦略は組織内部の変化で対応する戦略であり.目 標管理や差別

化戦略が挙げられる。二元的対外戦略は他組織 との協力と交渉が共存する戦略

である。役員兼任や合併,合 弁などはこの戦略に該当する。アクション ・セ ッ

ト戦略は,多 くの組織がある特定の目的のもと,一 定期間内でグループを形成

する戦略である。

以上,組 織間調整機構の分類と分類基準は研究によって異なるが,組 織の主

体的な働 きかけの側面が強調されたことや,他 組織への依存問題に対処する手

段として位置付けられていることが共通している。

2)翻.織 問 にお け るパ ワー関 係 ・バ ワー 構 造 の 変 動

資 源 依 存 理論 に よ る と,組 織 は 自律 性 を 保 つ た め に,他 組織 へ の依 存 を 回避

す る、F他方,組 織 は 自 ら必 要 資 源 を確 保 しなが ら,他 組織 へ の パ ワー を強 め よ

う とす る(Benson[1975』,Aldrich[1979])。 バ ワー を 多 く保 持 す る側 が 交 渉

に お け る交 換 比 率 と相 互 作 用 の形 式 の 決定 に 影 響 力 を もつ こ とに な るた め71,

組織 は な るべ く他 組 織 に対 して パ ワー を拡 大 しよ うとす る。 また,一 方 の 組織

の 行動 が他 方 の組 織 の反 作 用 を生 む 。組 織 の 自律 性 に変 化 が 生 ず る,あ るい は

自律 性 が低 い と認 知 され る場 合,組 織 は 自律 性 の 回復 に 向 け て環 境 に対 して 働

きか け は じめ る。 反 対 に,そ の 組 織 に対 して パ ワー を 持 つ 組 織 は,自 らの パ

ワー 優 位 性 を 維持 す る対 抗 策 を講 じる,、

こ う した組 織 間 の 相 互 対 応 の過 程 を捉 えた の は,Aldri(1H1979]で あ った 。

前 述 した よ う に,AldrichはBlauの い う組 織 の独 立 条 件 を川 い て,資 源 依 存

ア プ ロ ー チか ら組 織 間 の パ ワー変 動 を脱 明 した 。 彼 に よ る と,組 織Aは 組 織B

へ の依 存 を 回避 す るた め に.独 立 条 件 に対 して操 作 を行 う。 一 方,BはAの 独

立 条 件 に対 応 す る対 抗 策 と して,①Aの コ ン トロー ルす る資 源 に対 す る無 関

7)C・ ・k[1977]PP,66-67.
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心,② 代替的資源に対するコントロール,③ 法 ・命令に対するコントロール,

④ 価値体系を操作す る能力およびイノベーションのコン トロールを行う。B

への依存を回避 しようとするAの 行動 と,パ ワーを確保 しようとするBの 対抗

策がぶつか り合う中で.紐 織間構造が変動する。

上記の組織の独立条件を裏返せば,パ ワーの決定要因になる、、そのため,上

記の説明を言い換えると,組 織のバワーの決定要因に対する操作と,そ れに対

する他組織の対抗行動によって,組 織間構造の変動が もたらされることになる。

こうした紐織間 システムレベルの構造変動の分析は,焦 点組織を対象とする分

析にも用いられる。つまり,あ る組織のパワー決定要因に対する操作は,組 織

間のパワー変動をもたらす。そして,行 動 と対抗行動の相互作用の結果は.組

織間の構造が変動するという組織間システムレベルの分析になると考えられる。

3資 源依存理論による動態的分析の可能性

以上の組織間関係の変動をみると,資 源依存理論の説明は組織の対応手段や

変動の結果というある時点の現象に注目する、、これについて,資 源依存理論は

依存関係の相互作用 よりも,構 造的側面を説明するための分析道具としての性

格が強いと指摘されてきた(佐 々木[1980])。

しかし,資 源依存理論は,組 織間関係の変動を動態的に分析することが可能

であると考える。その理由は2つ ある。第1に,紅 織間関係のダイナ ミクス性

はいくつかの研究で示唆 された。例 えば,Schmidt&Kochan[1977」 の交換

とパワー依存 アプローチの視点を統合 しようとした試みは不十分であったもの

の,焦 点組織の有効性向 トのための活動によって,組 織間関係は経時的に変化

しうると指摘 した。そして,Pfeffer&Salallcik[1978]は,組 織に対する資源

の重要性 というパワーを決める要因が,時 問によって異なってくると述べた、,

また,Aldrich[1999]は 資源依存理論が変異 ・選択 ・保持 プロセスという進

化論的な観点を内包すると説明 した,、彼によると,管 理者が依存を回避 しよう

とするにつれ組織の変異は引き起こされ,組 織間の非対称なパワー関係が選択
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の動因にな り,組 織間関係が進化していく。この意味で,組 織の依存回避行動

とい う変異は時間に伴って発生す ると考えられる。 このように,組 織間の依

存 ・パワー関係は固定的なものではなく,様 々な条件の変化によって経時的に

変化し続けるといえる。

第2に,パ ワーを向上させるための組織の働 きかけを時系列的に捉えてい く

ことによって,資 源依存理論の動態的分析は可能であると考える。前述 したよ

うに,Aldrich[1979]は 組織間構造の変動について説明した。Aldrichに よる

と,他 組織から独立するために,組 織の自律性回復の行動が誘発される。この

行動は,ま たパワーを握る組織の対抗行動を引き起 こす。独立のための組織の

行動と他組織の対抗行動が相互作用し,ゆ えに組織問構造が変動する。 しか し,

このような変動は一回で終わることではない,、パフォーマンスの達成水準の低

下や環境の変化などの原因で,あ るいは自律性の低下が認知されると,自 律性

回復のための行動 ・対抗行動の連鎖が経時的に発生する(赤 岡[1981],吉 田

[1988])。 言い換えれば,Aldrlchの 研究は,組 織問関係の変動を動態的に分

析する可能性を示唆 した。また,そ の変動は組織の自律性回復のための操作に

よって もたらされると示 した、、

また,吉 田[1987]は.資 源をめ ぐる組織間の交換関係について,経 時的か

つ動態的に分析 した。彼によると.パ ワー優位を有す る側が自らに有利になる

条件を交換相手に対して課す ことができるようになる。そのため.組 織は交換

関係の形成や交渉条件を有利に変化させるため,自 らのパワーを高めて交渉に

臨む.他 組織に対するバワーの優位は,資 源の必要性,資 源の代替性,資 源の

集中性.イ デオロギーといった要因によって決まるが.バ ワー保持のための,

あるいはパ ワー増幅のために,組 織はこれらの要因に対 して操作を行 う・この

ように,交 換条件 ・比率をよ り有効に変更させるための組織間の双方向的な操

作行動を考察することによって,組 織間の交換関係をダイナミックに捉えるこ

とが可能である。

以上をまとめると,自 律性回復のための組織の働 きかげと,パ ワーの決定要
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因 に対 す る組 織 の操 作 とい う概 念 に基 づ けば,資 源 依 存 理 論 に よ る動 態 的 分 析

力～可 能 で あ る とい え る。

IV動 態的分析の枠組み

この節では,動 態的分析の枠組みを提示する。まず.資 源依存理論の視座か

ら,事 例を動態的に分析するためには,分 析枠組みでどのような構成要素を考

慮する必要があるかについて見てみる。特に,戦 略的提携 という特定の組織間

関係を想定して検討する。

Harrigan&Newman[1990]は,合 弁の形成や変化を考察す るときに.

バー トナー間の関係を動態的に分析するための枠組みを提示した。この枠組み

では,① 企業が合弁を行う動機 ② 親会社間のバーゲニング ・パワー状態,

③ 親会社 と合弁子会社との問の関係,④ 提携の変動をもたらす要因などの構

成要素が取 り一ヒげられた。また,Yan&Gray[1994]は,親 会社間のパワー

が合弁会社のコントロール構造やパフォーマンスに影響を与えるダイナ ミック

な側面を考察 した。その分析枠組みは,バ ーゲニンク ・バワーの決定要因や コ

ン トロール,パ フォーマンス,パ ワーに変動をもたらす要因などの要素によっ

て構成される。これらの分析枠組みの中心概念として,提 携企業間のパワー関

係を決める要因が存在することが共通点として挙げられる。

また,ダ イナ ミックな側面を示すためには,こ れらの分析枠組みでは,提 携

企業間のパワー関係を提携の形成 と提携後の変化といった状況が比較された、,

D・z[1996]は 特に,提 携形成の初期状況 と提携後の状況の相互作用を強調 し

た、,彼によると、提携の動態的分析は学習プロセスを捉えることによって可能

になったが,提 携形成の初期状況と提携後の学習との連鎖過程を捉えて始めて

提携変化のダイナミクスを示せる。以上の研究からみると,資 源依存理論によ

る動態的分析の枠組みを構築する西めには,具 体的には分析の主体,パ ワーの

決定要因,提 携成立の際の初期状況,提 携の成立後の状況の4つ の側面を考慮

する必要がある。
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1分 析の主体

上記のパワー変動に関する検討は,焦 点組織あるいは組織間システムの視点

から分析することが可能である。焦点組織を焦点として,他 組織との関係を見

る場合,焦 点組織の組織間関係に関する問題は,組 織間関係への適合,他 組織

への働きかけ,焦 点組織によるコントロールの可能性 ,焦 点組織 自体の自律性

が分析の課題 となる(赤 岡[1978])。 …方,組 織間システムに注目す る場合、

以上の課題を相互作用関係にある複数の組織から検討 し.組 織間の双方向的な

行動をみることになる、、本論文では企業のバワー構築を想定するため,む しろ

焦点組織の立場に立って分析を行う。 しか し,焦 点組織に焦点を絞 りなが らも,

戦略的提携における組織間の構造の変動を考察する際 他組織の行動は変動を

及ぼす要因になって くる、,したがって,分 析枠組みでは,分 析の主体は焦点組

織になるが,組 織間 システムの変化 も分析の視野に入れることにする一、

2分 析枠組みの中心概念

第1図 分析枠組み

の
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資源 の必要性

資源 の集 中性
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イデオロギー
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③ 組織問関係成立後
のパワー変動

資源の必要性

資源の集 中性

資源の代替性

イデオロギー

② 組織の働きかけ

分析枠組みは.第1図 で示 した。以上のAldrichや 吉田などの研究をみる

と,分 析枠組みの中心概念は,資 源の交換をめぐるパワーの決定要因にある、

前節で示したように,こ の決定要因としては,資 源の必要性や資源の集中性,
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資 源 の 代 替性,イ デ オ ロ ギ ーが 挙 げ られ る。 組 織 間 関係 は,こ の4つ の 要 因 に

よ って 規 定 さ れ る。

3組 織間関係成立の際の初期状況

Doz[1996]の 議 論 に従 え ば,動 態 的 分 析 を行 う場 合,提 携 成 立 の 初期 状 況

と,成 立 後 の状 況,ま た2つ の 状 況 の 相 互 作用 を考 慮 す る こ と に な る。 まず ,

戦 略 的提 携 の成 立 の初 期 状 況 につ い て,こ こで は,交 渉 に 人 るた め の 企 業 の パ

ワー ・ベ ー ス を考 え る(第1図 の①)。 戦 略 的 提 携 とい う組織 間 関 係 の交 渉 に

お い て,原 則 的 に相 手 企 業 の 必 要 な資 源 を所 有 す る こ とが 交 渉 の 前提 と な る。

こ の よ う な 相 手 に と っ て 決 定 的 な 資 源 を供 給 す る 能 力 は ,交 渉 の た め の バ

ワ ー ・ベ ー ス を 成 す(Salancik&Pfeffer[1974])。 ま た.パ ワ ー ・ベ ー ス は

資 源 の 相 互 依 存 か ら生 じる た め,パ ワー の 決定 要 因 に よ って 決 ま る 。

4組 織間関係成立後の状況

提携関係が成立 した後,資 源の交換が行われる.そ れに伴い,組 織は他組織

に対してパワーを高めようとし,他 組織へ働きかける(第1図 の②)。Aldricト

[1979]に よると、組織間関係 において,組 織は他者か ら白律性を維持するた

めに,パ ワーを持つ他組織に対 して操作を行う。従属する組織の自律化の試み

と,パ ワーを保持 しようとする組織の対応策がぶつか り合 う中で,両 組織の組

織間関係は変動する。言い換 えると,組 織間関係に影響を与える要因は,組 織

の自主的な働きかけである,、さらに,パ ワー格差が認知されたあと,組 織問の

行動 ・対抗行動が継続的に発生す るので,組 織間関係には絶えず変化が生み出

される。このような組織の働 きかけは,組 織問のパワー関係に変動をもたらす

(第1図 の③)。 このように,組 織間のバワー変動プロセスは,第1図 の①から

③ に進んでいく。

提携成立後のパワー変動によって,提 携企業問で新たなパワー ・ベースに基

づいて再交渉が行われ,提 携関係が調整されることになる、、この調整はまた次
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の段 階 の パ ワー 変動 を もた らす 。 以Lの プ ロセ ス は ス バ イ ラル の よ うに段 階的

に進 ん で い く こ とか ら,第1図 の④ の よ うに 示 す こ とが で きる。 こ の ス パ イ ラ

ル ・プロセスを時系列的に捉えることによって、提携企業問の資源交換に伴 う

パ ワ ー変 動 の ダ イナ ミク スが 示 せ る と考 え る。

この枠組みを用いて分析す る際,ア メリカの団体交渉における雛型交渉

(pattem})argaining〉 の成立過程に関す る研究を参照することがで きる81。こ

の研究は,資 源依存理論の動態的分析に関連する研究ではないが,以 上の枠組

みで提示 したパワーの決定要因への操作 と同 じ概念が用いられている。団体交

渉にあたって,雇 主 と労働組合がそれぞれに相手に対する自らのバーゲニン

グ ・バ ワーを高めるという行動が観察された,,パ ワーを向上させるための雇

主 ・労働組合の操作行動が相互対1、芯していった結果,雛 型交渉という交渉パ

ター ンが成立 した。雇主 ・労働組合のバワー拡大の行動は,分 析枠組みのパ

ワーの決定要因に対する操作行動とほぼ同じと見 られ,ま た主体間の操作行動

の相互対応が段階的に捉えられ,主 体間のパワー変動がダイナミックに示され

た。 したがって,分 析枠組みの応用に際し,主 体間の操作行動の相互作用を段

階的に捉えてい くという面で.雛 型交渉の事例を参照できると思われる。

8)雛 形交渉につ いては・赤岡[19681の 議論 を参 照された い。 雛型交渉 とは,一 般 に基幹協約

(keybarga血n〉 と呼 ばれる協約 を スタンダー ドあるいは見本 とし,こ れを参照 しながら行われる

労働協約 の交渉であ る、、アメリカの団体交 渉において,熟 練工のみの労働組合はかつて強力であ

り.雇 主は労働組合のバ ワー と賃上げの要求を恐れて.労 働組合のパ ワー を削減 しようとする。
一方 ,労 働組合 は賃 上げの交渉を勝ち取 るために自らのパワーを向上 させ ようとす る。雇主ば熟

練工 の職務へ の細分化 によって熟練工 と不熟練工 の問の代替性 を創造 し,工 場 にお ける熟練工の

比率 を減 らした,、これ に対 し,労 働組合は不熟練工 の組織化 による労働力 の集 中を行い・産業 ご

とに組合を形成 した。そ して,雇 主は企業ご との管理 を強化 することによって,労 働市場の企業

別の分断をすすめ,組 合 を無力化す ことをはか った。それに打繋 を受 けた労働組含 は,労 働市場

の水平的統一を行お うとした.団 体交渉 においては,雇 主が企業別 交渉をt張 した ことに対 し.

労働組合ほ産業別統 …交渉を要求 した。その結 果,労 働組合は雛型交 渉を用い た・雇主 の主張す

る企業別交渉に臨みなが ら.労 働組合が企業間で同一基準を参照 して契約 を結 び,実 質 的に産業

別交渉の ような効果を達成 した,,
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Vむ す び

本論文で は,Hamel[1991]は 資源依存理論が動態的分析に欠けていると指

摘することに対 し,動 態的分析の可能性を探った上,そ のための分析枠組みを

提示 した.以 上の内容は次のようにまとめることができる。

第1に,資 源依存理論の動態的分析は可能である1、それは,自 律性回復のた

めの組織の働 きかけと,パ ワーの決定要因に対する組織の操作という概念に依

拠する。

第2に,分 析枠組みは第1図 のように提示 した、,分析枠組みの中心概念は,

組織間関係のパワーの決定要因にある。その決定要因として.資 源の必要性 ,

資源の代替性,資 源の集中性,イ デオロギーが挙げられる。これ らの要因に基

づ き,提 携企業間のパワー関係は,戦 略的提携成立の際の初期状況 と,戦 略的

提携が成立された後の状況に分けて考察する。前者は提携企業間のパ ワー ・

ベースであ 妖 後者は提携企業問のパワーの変動を示す。戦略的提携成立の際

の初期状況と,戦 略的提携成立後の状況がスバイラルのように段階的に相互作

用 していく。このようなスパイラル ・プロセスを時系列的に捉えてい くことに

よって.資 源依存理論の動態的分析が可能となると考える。,

今後は,以 上の分析枠組みに基づき,事 例を取 り上げながら,資 源依存理論

に基づ く動態的分析の展開を試みる。
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